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2019 年 4 月から 5 月にかけて実施されたイ

ンドの下院（ロク・サバ（Lok Sabha））の総選

挙は，ナレンドラ･モディ首相が率いる与党（イ

ンド人民党：Bharatiya Janata Party（BJP））

が単独過半数を確保した。ナレンドラ・モディ

氏が首相として再選され，2 期目を迎えること

となった。インドの経済成長のために外国から

の投資を促進することに積極的なモディ政権が

継続することは，インドにおいてビジネスを展

開する企業にとって好ましい結果と言えるだろ

う。ナレンドラ・モディ首相は，グジャラート

州首相の時代から外国投資の呼び込みに積極的

であることで知られ，インド首相 1期目におい

ても数多くの施策を断行し，外資に対する規制

の緩和などを進めてきた。モディ氏と安倍晋三

首相の日印の政治的主導者の関係も良好であ

り，日本企業にとってはこれまで築いてきたビ

ジネスの基盤をモディ氏の 2期目においてさら

に拡大させていくことが期待される。モディ氏

が外務大臣（Minister of External Affairs）に

日本における勤務経験のある人物（スブラマニ

ヤム・ジャイシャンカル氏）を登用したことも

このような期待を支えるものとなるかもしれな

い。

ナレンドラ・モディ首相の 2期目を迎え，イ

ンドにおいては再び大きな法制度改革が行われ

るかもしれない。また，それは多くの日本企業

にも影響を及ぼすと思われる。本稿において

は，インドにおける近年の法制度改革の動向を

紹介し，インド市場に関心を持つ読者の今後の

動向の予測に資するものとしたい。
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Ⅰ ビジネス環境の整備と

外資規制の緩和の方向性

ナレンドラ・モディ首相は，インド首相に就

任後，一貫して外国からの投資の促進を政策の

重要な柱として位置付けている。同首相は自身

の政策に分かりやすい標語を提示することで知

られているが，そのなかでもメイド・イン・イ

ンディア（Made in India）ならぬ「メイク・

イン・インディア（Make in India）」の標語

は，特に参照されることが多い。外国企業の投

資や技術をインドに招き入れ，インドにおける

製造業を活発にしていくことが想定されたもの

である。税制上の優遇といった単なるインセン

ティブの付与に止まらず，法制度を整備し，規

制の簡素化・透明性を向上させることによっ

て，企業のインドへの進出意欲を向上させるこ

とも目標とされている。インドは世界銀行が発

表する各国でのビジネスのしやすさを示す指標

であるEase of Doing Business のランキングに

おいて，2017 年度版でのランキングは 130 位

であったが，2018 年度版において 100 位を達

成し，2019 年度版では 77 位までランキングを

向上させている（なお，2019 年度版において

日本のランキングは 39 位である）。2019 年度

版において，インドは，もっとも顕著な進展が

あった 10 か国のうちの一つとして挙げられて

いる。

第 1期モディ政権においては，その初期にお

いて保険分野における外資の出資比率の上限を

26％から 49％に引き上げる保険法の改正を大

統領令で提示するというやや性急な手法も見ら

れた。インド憲法 123 条は，国会閉会中の暫定

措置として，大統領は，国会で立法を承認され

たのと同様の効力を有する大統領令を発布する

ことができる旨を定めており，この保険業への

外資の出資比率の上限規制の緩和を内容とする

大統領令も，同規定に基づいて発効されたもの

である。このような大統領令は，次期国会の開

会後，6 週間以内に上下両院にて追認されなけ

れば無効となること，上下両院が積極的にその

効力を否認した場合にも無効となることが定め

られており，また，大統領は，いつでも大統領

令を撤回できる。すなわち，大統領令による法

律の改正は，あくまで臨時的，暫定的な性質の

ものである。同改正はその後インド国会におい

て承認されている。野党が上院において優勢で

あり，法改正が思うように進まない状況を打破

するために採られた手法ではあるが，このよう

な手法にはインド国内においても議会制民主主

義の軽視として疑問視する向きは多かった。第

1 期はナレンドラ・モディ氏に対する強い支持

も背景に実現されたが，第 2期においてはおそ

らく見られない手法であろう。

なお，インドにおける外国資本による出資比

率の上限に関する規制は，多くの分野において

既に相当程度緩和されていると評価できるが，

依然として開放が望まれている分野として注目

度が高いのは小売事業であろう。インドは多く

の中規模・小規模，あるいは零細な小売事業者

が存在しており，政治的な思惑からこの分野の

外資への開放は，長年望まれながら遅々として

進んでいないと言われている。むしろ今春の総

選挙前には規制強化の動きも見られた。いわゆ

る Eコマースへの外国投資は，在庫モデル（E

コマース業者自身が在庫を管理し，販売するも

の）については認められておらず，マーケット

プレイスモデル（Eコマース業者は買主と売主

の取引の場を提供するのみ）については認めら
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れている。2018 年 12 月の政府通達において，

規制当局は，マーケットプレイスモデルを採り

ながら実際にはグループ会社等に出品させたり

することで在庫の管理に影響を及ぼすような場

合を取り締まる意思を見せた。同通達はマー

ケットプレイスモデル E コマース業者が販売

業者に E コマース業者自身のプラットフォー

ムにおいてのみ販売をすることを要求すること

も禁じた。大規模業者がそのような独占的契約

を基礎として廉価で販売を行うことを抑止する

ものと見られ，やはりそのような廉価販売に対

抗できない多くの事業者に配慮したものとも見

られる。今後もこの分野については大きな進展

は見込まれないとする見方が多いように思われ

るが，市場の活性化には小売市場の開放は望ま

しいともいえ，筆者としてはモディ政権がこれ

までよりも一歩踏み出した政策を実施すること

をなお期待したい。

Ⅱ 個人情報保護規制の強化

インドにおいても個人情報の保護に関する関

心は高まっており，インド政府は，2017 年 7

月，個人情報保護に関する問題及び関連法令の

整備について検討する専門家委員会（議長：B.

N. Srikrishna）を設置した。

2018 年 7 月 27 日，同委員会は，「A Free and

Fair Digital Economy Protecting Privacy, Em-

powering Indians」と題する報告書を公表し

た。また，同委員会は，「2018 年個人情報保護

法案（Personal Data Protection Bill, 2018）」

（以下，「本法案」）を策定し，インド政府に提

出した。

現在，インドにおける個人情報の保護は，イ

ンドにおける情報技術産業に関する全般的な規

制法である 2000 年情報技術法（Information

Technology Act, 2000）の条文の 1 つ（43A

条）及び当該条文を踏まえた同法の施行規則で

ある Information Technology (Reasonable Se-

curity Practices and Procedures and Sensitive

Personal Data or Information) Rules, 2011 に

よって規律されているが，欧州における GDPR

（EU 一般データ保護規則）の制定に見られる

ような世界的な個人情報保護の強化の流れを受

け，2000 年情報技術法（Information Technol-

ogy Act, 2000）の一部としてではなく，個人

情報保護を目的とした独自の法律として，本法

案が立案されている。本法案は，まだインドの

国会には上程されていないが，IT 立国を掲げ

るインドにおいて注目度は高く，今後の動きを

注視する必要がある。

Ⅲ 汚職防止への取組み

─汚職防止法の改正

近時のインドにおける贈収賄への社会的批判

の高まりを反映し，2018 年 7 月 26 日に，イン

ドにおける公務員等に関する贈収賄規制の基本

法である 1988 年汚職防止法（Prevention of

Corruption Act, 1988）（以下，「1988 年汚職防

止法」）が大きく改正され（以下，「2018 年改

正」），贈収賄に対する罰則が強化されるととも

に，贈賄行為が独立の犯罪類型として扱われる

など，罰則の適用対象が拡大された。

近時の日系企業のコンプライアンス意識や実

践の状況からすれば，インドにおいて自発的に

贈賄を行う日系企業はほぼ無いと思われるもの

の，公務員側から要求されてやむを得ず渡して

しまうといったケースや，現地の従業員が上司

に無断で贈賄行為を行ってしまうといったケー
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スは全くありえないとは言い難い。

2018 年改正で導入された制度によれば，た

とえば前者のようなケースでは「贈賄強制（com-

pulsion）」の抗弁を主張しうることから免責さ

れる可能性がある。「贈賄強制（compulsion）」

の抗弁とは，贈賄者側が，贈賄が公務員に強制

されたことを証明すれば，無罪を主張できると

いうものである。なお，当該贈賄行為が行われ

た日から 7 日以内に，贈賄者側はその旨を捜

査当局等へ報告しなければならない。

一方，後者のようなケースでは法人の取締役

等が処罰される可能性があるが，このような場

合について，2018 年改正では「適正な手続

（adequate procedure）」の抗弁が導入されてい

る。これは，贈賄者側が贈賄罪で起訴されたと

しても，インド連邦政府が定めたガイドライン

に従って，違法な行為を防止するための適切な

措置を導入していたことを証明すれば，無罪を

主張できるというものである。しかしながら，

かかるガイドラインはまだ公表されていない。

「適正な手続」の抗弁を利用できるよう，ガイ

ドラインが示され次第，社内規程を整備するこ

とを検討すべきであろう。

Ⅳ 仲裁の利用─シンガポール仲裁と

インド国内の仲裁

インドにおける裁判所による裁判は，非常に

時間がかかると言われることが多い。筆者の感

覚では，第一審においては先進国におけるよう

なスピードでの処理は期待できないものの，な

んとか許容できる範囲であると感じているが，

上訴審も含めれば確かに解決までの期間は比較

的長い印象を受ける。これは事件数に比して裁

判官が慢性的に不足している構造的問題があ

り，また，インドの裁判官は比較的ヒアリング

を重視するため期日における審理が長時間にわ

たり，かつ関係者が揃わないことで期日間の間

隔が長くなったり，期日が延期されることが少

なくないことによる。

判決の公正という観点からは，少なくとも高

裁，最高裁のレベルにおいては外国資本だから

といって不当に偏った判決が下されるというこ

とは少ないように思われるが，上述の解決まで

の期間の問題などから，インド企業と外国企業

との間の紛争解決には，第三国における仲裁が

選択されることが非常に多くなっている。日本

もインドも，外国の仲裁判断の承認と，これに

基づく強制執行に関する「外国仲裁判断の承認

及び執行に関する条約」（いわゆるニューヨー

ク条約）に加盟している。各国の仲裁機関の中

でもシンガポール国際仲裁センター（Singa-

pore International Arbitration Centre：SIAC）

は，日本とインドの中間に位置する第三国の機

関であること，アジア地域における仲裁機関と

して確立した評価を得ていること，交通アクセ

ス，宿泊，通信等のインフラが整備された国で

あることなどの理由から，日本企業とインド企

業の間の契約書において紛争解決機関として選

択されることが多い。シンガポールもニュー

ヨーク条約に加盟している。一方，相手方との

交渉においては，インド国内の仲裁機関を紛争

解決機関として合意するという妥協を余儀なく

されることもある。特にインドの公的機関との

契約においては，そのような場面が多くある。

このような場合の選択肢として，近年設立され

たムンバイ国際仲裁センター（Munbai Centre

For International Arbitratoin：MCIA）は検討

に値すると思われる。同センターは 2016 年 10

月に組成されたまだ若い仲裁機関であるが，イ
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ンドの経済の中心地であるムンバイにおいて，

マハラシュトラ州と経済界・法曹界の協働によ

り生まれた組織であり，インドにおける仲裁機

関の中心的な存在の一つとなることが期待され

ている。

Ⅴ 競争法の見直し

インドにおいては，事業者間の競争を規律す

る法律として 2002 年競争法（Competition Act,

2002）が制定されている。同法は，段階的施行

を経て，2011 年 6 月に全面的に施行された。

日本の公正取引委員会に相当するインドの機関

はインド競争委員会（Competition Commis-

sion of India）である。インド競争法に基づい

て，インド競争委員会は活発に違反を取り締

まっており，違反の場合に課される制裁金の額

も大きい。米国，欧州，中国の競争法に並ん

で，その動向が注目されている。

インド競争委員会の現在の委員長は，アショ

ク・クマル・グプタ氏であり，同氏は主に経済

や産業を管轄する政府機関における役職を歴任

する人物である。当職がインドの弁護士から聞

く限りでは，同氏は実務的思考を持ちながらも

法令に即した判断を尊重するバランスのとれた

人物であるようである。

インド競争法の実質的規定は 2009 年から施

行されているが，その後もインド経済は著しく

成長しており，競争法もそのようなビジネス環

境の変化に対応する必要性が認識されていた。

これに対応すべく，2018 年 9 月，インド政府

は競争関連法制の検討のための委員会を設置し

たことを公表した。同委員会は，国際的な実務

も踏まえながら，法整備に対する提言を行うこ

とが予定されている。同委員会は，インド政府

の会社法管轄当局やインド競争委員会のトッ

プ，弁護士，学者などから構成されている。

おわりに

以上のとおり，インドにおいては，近年多く

の法制度が整備され，その中には新たに導入さ

れたものや従来の規制を大幅に変更するものも

含まれている。モディ政権の 2期目においても

多くの動きがあるであろう。中には選挙後の支

持率の高い状況を背景として早期に実施される

ものもあるかもしれない。インドビジネスの一

端に関わる者として，インドが国内のみならず

日本や世界の発展の維持に資する政策を実施す

ることを期待して本稿を終えることにしたい。
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